
12

多国間・国際機関連携
１．ウクライナ周辺国支援
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ポーランド開発銀行（BGK）との覚書
（2022年9月）

欧州復興開発銀行（EBRD）との覚書
（2022年10月）

３

 ポーランド及びウクライナ
周辺国における、エネル
ギー安全保障強化、気
候変動対応等に向けた
協力関係を強化。

 両機関による投融資や
案件形成に向けた協業
を促進。

 中東欧、中央アジア及
び南・東地中海等の地
域や、エネルギー変革、
デジタル変革及び社会
課題解決の分野を対象
に両機関の協力関係を
強化。

ウクライナ

 ポーランド政府100%出資の政府系金融
機関。

 ポーランドの持続可能な社会・経済発展
の実現を目的に金融サービスを提供。

ポーランド開発銀行（BGK）

欧州復興開発銀行（EBRD）
 旧社会主義国及び旧ソ連構成国等の市場
指向型経済への移行支援のため1991年
設立。

 中東欧を中心に民間部門向けの投融資を
実施。
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多国間・国際機関連携
２．日米豪連携
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米国国際開発金融公社（DFC）、
豪州外務貿易省（DFAT）及び
豪州輸出金融公社（EFA）との覚書

（2022年10月）

３

 日米豪が連携し、インド太平洋地域
のインフラプロジェクト等の支援を強化。

 2018年11月に締結した覚書に情報
通信、サプライチェーン強靭化、パンデ
ミック対応等新たな協業分野を追加。

日米豪によるVietnam Climate 
Finance Framework（VCFF）
立ち上げ（2023年1月）

 米DFC、豪DFAT、豪EFAと共同でベ
トナムの温室効果ガスネットゼロエミッ
ション達成支援を目的としてVCFFを立
ち上げ。

 金融支援・非金融支援や政策協議を
通じ、日米豪が連携してベトナムの脱
炭素化に資する事業を支援。

組織略称 組織概要

DFC
開発途上国等への民間資本動員を通じ
た経済開発と、米国外交政策の推進を
支援。

DFAT 貿易・投資の促進及び域内安定化のための
国際ルール遵守等に係る分野を所管。

EFA 豪州企業による輸出促進及び海外インフラ
プロジェクト等を支援。

■各組織概要 ■ベトナム政府との対話実績

時期 概要

2020年
10月

ベトナムのエネルギー・トランジションに対する
日米豪の支援、インフラプロジェクト開発にお
ける投資環境整備、バンカブルなPublic 
Private Partnership（PPP）制度の構
築に向けた取組等を協議。

2022年
1月

2022年
10月

日米豪はベトナムのエネルギー・トランジション
の進展に向けた支援の加速を表明。




